
１． 令和5年度財政投融資計画等の 
基本的考え方

昨年10月28日、足元の物価高や世界経済の下振れ
リスクを乗り越え、社会課題の解決と持続的な成長の
実現により日本経済を再生するため、「物価高克服・
経済再生実現のための総合経済対策（以下、「総合経
済対策」という）」が閣議決定された。この総合経済
対策においては、財政投融資を活用し、物価高騰への
取組や、「新しい資本主義」の重点分野への投資等を
推進する政策が盛り込まれた。
これを踏まえ、令和4年度第2次補正予算において、

独立行政法人国際協力機構による開発途上国等に対す
る緊急財政支援、株式会社国際協力銀行（以下、
「JBIC」という）による燃料価格高騰の影響を受ける
本邦電力・ガス会社等に対する燃料輸入のための金融
支援、株式会社日本政策投資銀行（以下、「DBJ」と
いう）による脱炭素社会の実現に向けたGXに資する
インフラ整備を推進するための金融支援等、総額1兆
210億円の財政投融資計画を追加することとし、その
政府案が11月8日に閣議提出され、12月2日に国会
にて成立した。（資料1）
続いて、12月23日に令和5年度財政投融資計画

（以下、「5年度計画」という）が予算政府案とあわせ
て閣議提出された。これは、令和4年8月末に要求を
受けた後、総合経済対策も踏まえつつ、財政制度等審
議会財政投融資分科会における審議を経て決定したも
のである。

２． 令和5年度財政投融資計画のポイ
ント（資料2）

5年度計画の総額は、16兆2,687億円であり、新型
コロナウイルス感染症に加え、物価高騰の影響も重
なって厳しい状況にある事業者への資金繰り支援に引
き続き万全を期すとともに、「新しい資本主義」の加
速や外交・安全保障環境の変化への対応等を行うこと
としている。

３．令和5年度財政投融資計画の主な施策
（１）事業者への資金繰り支援
事業者への資金繰り支援については、株式会社日本

政策金融公庫、沖縄振興開発金融公庫及び独立行政法
人福祉医療機構において、新型コロナウイルス感染症
に加え、物価高騰の影響も重なって厳しい状況にある
事業者への資金繰り支援に引き続き万全を期すことと
している。

（２）「新しい資本主義」の加速
「新しい資本主義」の加速については、「人への投
資」への取組として、DBJにおいて、人的資本に関
する非財務情報（※）に着目した融資制度を強化し、企
業の人的資本に対する取組を促すこととするほか、株
式会社日本政策金融公庫及び沖縄振興開発金融公庫に
おいて、「健康経営優良法人」と認定された中小企業
等を支援することとしている。このほか、日本私立学
校振興・共済事業団において、デジタル・グリーン等
の成長分野をけん引する高度専門人材の育成に向けて
大学の学部再編等を支援することとしている。
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また、スタートアップへの取組として、株式会社日
本政策金融公庫及び沖縄振興開発金融公庫において、
高い成長性が見込まれるスタートアップを対象とする
融資制度の活用等により、スタートアップへの金融支
援を強化することとするほか、DBJにおいて、「DBJ
スタートアップ・イノベーションファンド」を活用す
るなど、スタートアップ及びベンチャーキャピタルへ
の資金供給を強化することとしている。
さらに、GX（グリーン・トランスフォーメーショ

ン）への取組として、株式会社脱炭素化支援機構にお
いて、民間企業等による脱炭素化に向けた意欲的な事
業活動を支援することとするほか、独立行政法人住宅
金融支援機構において、グリーン債を発行することに
より、省エネルギー性に優れた住宅の普及を促進する
こととしている。
（※） 男女間賃金格差の是正や育児との両立環境整備等によるエン

ゲージメント向上、リスキリング、労働時間適正化、メンタル
ヘルス対策等

（３）外交・安全保障環境の変化への対応
外交・安全保障環境の変化への対応については、
JBICにおいて、我が国企業のサプライチェーン強靱
化や、グリーン・デジタルなど先端分野における我が
国企業の海外展開を支援することとするほか、独立行
政法人エネルギー・金属鉱物資源機構において、我が
国企業の天然ガスやレアメタル等の金属鉱物資源の安
定的な供給等の取組を支援することとしている。この
ほか、株式会社日本政策金融公庫において、半導体や
蓄電池等の重要な物資の安定供給確保を図る事業者の
長期・大規模な資金需要に的確に対応することとして
いる。

（４）地方公共団体向け
地方公共団体向けについては、地方債計画に基づ
き、社会資本整備や災害復旧を中心に、地方公共団体
の円滑な資金調達に貢献する観点から、必要な資金需
要に的確に対応することとしている。

（資料1）

令和4年度第2次補正予算における財政投融資計画の追加について 令和４年11月8日
財 務 省

 追加のある財投機関と追加事由

（独）国際協力機構

 ウクライナ危機による食糧価格などの物価高騰、先進国の利上げ等による通貨安など、開発途上地域の脆弱性が高まっている
ことから、開発途上国等に対する緊急財政支援を通じ、社会経済の安定等に寄与することで、経済安全保障の強化を図る。

 我が国の国際協力に係る政府方針（インフラシステム海外展開戦略の実施や質の高いインフラの推進等）に基づき令和4年
度に実施中の事業について、円安の影響を受けた追加の資金需要に対応する。

（株）国際協力銀行

 燃料価格高騰の影響を受ける本邦電力・ガス会社等の日本企業による燃料輸入のための金融支援を行う。
 グリーンやデジタルなど日本企業が強みを有する分野の海外展開や、日本企業のサプライチェーン強靱化を金融面で支援する。

（株）日本政策投資銀行

 足下でのエネルギー価格高騰により厳しい状況にある事業者に対する資金面での支援を実施するとともに、脱炭素社会実現
に向けたGXに資するインフラ整備（脱炭素・トランジションに向けた取組、再エネ拡大に向けた送配電網等の整備等）を推進
するための金融支援を行う。

（独）住宅金融支援機構
 政府保証付きのグリーンボンド（※）を追加で発行し、省エネ性に優れた住宅の普及を促進する。

※一定の省エネ基準を満たす住宅の住宅ローン債権に対応するもの。

追加額：200億円（政府保証）

追加額：2,000億円（財政融資）

追加額：7,000億円（財政融資）、▲4,000億円（政府保証）

追加額：5,010億円（財政融資）

「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」（令和4年10月28日閣議決定）に基づき、物価高騰・
賃上げへの取組や、新しい資本主義の重点分野への投資等を推進する。

追加額：1兆210億円 （うち財政融資 1兆4,010億円、政府保証 ▲3,800億円）
※今般の経済対策における財政投融資支出額は、1兆4,210億円
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（資料2）

 3年度  4年度
金額 金額 金額 　増減 伸率

財政投融資 409,056 188,855 162,687 ▲ 26,168 ▲13.9％

財政融資 383,027 164,488 127,099 ▲ 37,389 ▲22.7％
産業投資 3,626 3,262 4,298 1,036 ＋31.8％
政府保証 22,403 21,105 31,290 10,185 ＋48.3％

 5年度

令 和 5 年 度 財 政 投 融 資 計 画 の ポ イ ン ト

２ . 「 新 し い 資 本 主 義 」 の 加 速

３ . 外 交 ・ 安 全 保 障 環 境 の 変 化 へ の 対 応

①人への投資

②スタートアップ
 高い成長性が見込まれるスタートアップを対象とする融資制度（貸付限度額の上限14.4億円に倍増）の活

用等により、スタートアップへの金融支援を強化。 【日本政策金融公庫（国民・中小）、沖縄振興開発金融公庫】

 「DBJスタートアップ・イノベーションファンド」（※）を活用するなど、スタートアップやベンチャーキャピタルへの資
金供給を強化。

【日本政策投資銀行】 400億円（産業投資）の内数

③GX
 民間企業等による脱炭素化に向けた意欲的な事業活動に対し、出資等で支援。

【脱炭素化支援機構】 400億円（産業投資）

 住宅金融支援機構が発行するグリーン債に対し政府保証を付与し、省エネ性に優れた住宅の普及を促進。
【住宅金融支援機構】 2,200億円（政府保証）

 日本企業のサプライチェーン強靱化やグリーンやデジタルなど先端分野における日本企業の海外展開を金融面
で支援。

【国際協力銀行】 1兆9,720億円（財政融資＋産業投資＋政府保証）
の内数

 天然ガスやレアメタル等の金属鉱物資源の安定的な供給等の取組を出資等で支援。
【エネルギー・金属鉱物資源機構】 1,396億円（財政融資＋産業投資）

 経済安全保障推進法に基づき、半導体や蓄電池等の重要な物資の安定供給確保を図る事業者の長期・大規
模な資金需要を融資で支援。 【日本政策金融公庫（特定事業等促進円滑化業務）】 2,367億円（財政融資）の内数

１ . 事 業 者 へ の 資 金 繰 り 支 援

 新型コロナウイルス感染症に加え、物価高騰の影響も重なって厳しい状況にある事業者への資金繰りを支援。
【日本政策金融公庫（国民・中小・農林）、沖縄振興開発金融公庫、福祉医療機構】 6兆2,324億円（財政融資＋産業投資）の内数

事業者への資金繰り支援に引き続き万全を期すとともに、リスクマネーを供給する産業投資を最大限活用しつつ、
「新しい資本主義」の加速や外交・安全保障環境の変化への対応等に資する分野へ投融資を行う。

令和5年度当初計画額：16兆2,687億円

＜ 当 初 計 画 の 内 訳 ＞

＜ 主 な 施 策 ＞

※令和5年度計画のほか、財政投融資特別会計
から一般会計に6,367億円を繰り入れる。

 人的資本に関する非財務情報（※）に着目した融資制度を強化し、企業の人的資本に対する取組を促す。

【日本政策投資銀行】

※男女間賃金格差の是正や育児との両立環境整備等によるエンゲージメント向上、リスキリング、労働時間適正化、メンタルヘルス対策等

 中小企業者等による人への投資を促すため、「健康経営優良法人」と認定された者に対する融資を強化。
（基準金利▲0.4%/▲0.65%で優遇） 【日本政策金融公庫（中小）、沖縄振興開発金融公庫】

 デジタル・グリーン等の成長分野を牽引する高度専門人材の育成に向けて融資制度を拡充し、大学の学部再
編等を支援。 【日本私立学校振興・共済事業団】 272億円（財政融資）の内数

（億円）

※ファンド規模2,000億円

令和4年12月23日
財 務 省
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